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資料 10-1 地下水位の低下による地盤沈下の予測方法 

[本編 p.298,299 参照] 

(1) 地下水影響範囲 

地下水影響範囲（影響圏半径）の算定には、以下に示す Sichart の経験式を用いた。 

Ｒ � 3000 � ｓ ｋ

ここで、Ｒ ： 地下水影響範囲（影響圏半径）（m） 

ｓ ： 地下水位低下量 

（不圧地下水は沖積粘性土層の上面（GL-10m）までの低下量とし、被圧地

下水は掘削最深部より 1.0m 深い GL-16m までの低下量とした。） 

ｋ ： 透水係数（m/s） 

(2) 地下水位の低下量 

地下水位低下量の算出に用いたモデル図（断面図）を図 10-1-1 に示す。 

図 10-1-1 地下水位低下量の算出に用いたモデル図（断面図） 
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注）図中で、GL：地盤面、Ｂ１，２：盛土、Ａｓ：沖積層上部砂層、Ａｃ：沖積層下部粘土層、Ｄ３Ｕｓ：熱田層上部砂層、 

Ｄ３Ｌｃ：熱田層下部粘土層を示す。 
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地下水位の低下量は、「地下水位低下工法」（鹿島出版会，昭和 56 年）による以下の式を用い

て求めた。 

ア 不圧地下水 

完全貫入の重力井戸（自由井戸）の揚水量を求める関係式 

Ｑ
ｗ

�
πｋ Ｈ ｈ

Ｗ

ln Ｒ ｒ
ｗ

ここで、Ｑｗ ： 排水量（m3/s） 

ｋ  ： 透水係数（m/s） 

Ｈ  ： 影響圏半径Ｒの位置における水位高さ（m） 

ｈｗ ： 仮想井戸半径ｒｗの位置の水位高さ（m） 

Ｒ  ： 影響圏半径（m） 

ｒｗ ： 仮想井戸半径（m） 

地下水位を求める関係式 

Ｈ ｈ �
Ｑ

Ｗ

πｋ
・ ln� Ｒ ｒ

ここで、ｈ ： 距離ｒの点の水位高さ（m） 

ｒ ： 井戸からの距離（m） 

出典）「地下水位低下工法」（鹿島出版会，昭和 56年） 

図 10-1-2 完全貫入の重力井戸（自由井戸）の模式図 
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イ 被圧地下水 

完全貫入の被圧井戸の揚水量を求める関係式 

Ｑ
ｗ

�
2πｋＤ Ｈ ｈ

ｗ

ln Ｒ ｒ
ｗ

ここで、Ｑｗ ： 排水量（m3/s） 

ｋ  ： 透水係数（m/s） 

Ｄ  ： 透水層の厚さ（m） 

Ｈ  ： 影響圏半径Ｒの位置における水位高さ（m） 

ｈｗ ： 仮想井戸半径ｒｗの位置の水位高さ（m） 

Ｒ  ： 影響圏半径（m） 

ｒｗ ： 仮想井戸半径（m） 

井戸の中心からｒの距離にある点の水位高さを求める関係式 
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ここで、ｈ ： 井戸の中心からｒの距離にある点の水位高さ（m） 

ｒ ： 井戸の中心からの距離（m） 

出典）「地下水位低下工法」（鹿島出版会，昭和 56年） 

図 10-1-3 完全貫入の被圧井戸の模式図 
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(3) 地盤沈下量の予測 

ア 予測式 

地下水位の低下による地盤沈下量（圧密沈下量）は、「建築基礎構造設計指針」（一般財団

法人 日本建築学会，平成 13年）による以下の式（Ｃｃ法）を用いて求めた。 

なお、圧密沈下の対象層は、GL-10.0～14.9m の沖積層下部粘土層（図 10-1-1 参照）とし、

層中央の GL-12.45m における地盤内応力を基に算出した。 

(ｱ) 現状では過圧密状態であるが、地下水位の低下により正規圧密状態となる場合 
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ここで、Ｓ     ： 圧密沈下量（m） 

σ’
1ｚｉ  ： i 層の初期有効土被り応力（kN/m2） 

σ’
2ｚｉ  ： i 層の荷重増加後の有効土被り応力（kN/m2） 

Ｐｃ    ： 圧密降伏応力（kN/m2） 

⊿Ｈｉ   ： i層の層厚（m） 

Ｃｃ    ： 圧縮指数 

Ｃｒ    ： 再圧縮指数 

ｅ0ｉ    ： i 層の初期間隙比 

ｅｉ,σ＝Ｐc  ： i 層の圧密降伏応力における間隙比 

(ｲ) 現状で正規圧密又は圧密未了の状態にある場合 
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(ｳ) 現状で過圧密状態であり、地下水位の低下後も過圧密状態に留まる場合 
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後述するイ「予測条件」に示したとおり、予測地点ではσ’
1ｚｉ，σ’

2ｚｉ＜Ｐｃとなり、地下

水位の低下後も過圧密状態に留まると考えられることから、上記(ｱ)～(ｳ)のうち、(ｳ)の式を

用いて地盤沈下量（圧密沈下量）を求めた。 
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イ 予測条件 

(ｱ) 有効土被り応力 

ａ 初期有効土被り応力 

初期有効土被り応力は、表 10-1-1 に示す土の単位体積重量を基に、以下のとおり算出

した。なお、不圧地下水位（GL-2.6m）以深における土の単位体積重量は、浮力を考慮し

て水の単位体積重量（γｗ＝9.8kN/m3）を差し引いた水中重量として算出した。 

σ � � γ �ｚ
� �

ここで、σ’
1z ： 初期有効土被り応力（kN/m2） 

γｉ  ： 各土層の単位体積重量（kN/m3） 

ｚｉ  ： 各土層の計算深度までの層厚（m） 

表 10-1-1 土の単位体積重量 

単位: kN/m3

土層区分 単位体積重量 

盛 土 
Ｂ１ 18.0 

Ｂ２ 15.5 

沖積層上部砂層 Ａｓ 17.0 

沖積層下部粘土層 Ａｃ 17.0 

注）盛土（Ｂ１）は「建築基礎構造設計指針」（一般財団法人日本建築学会,

平成 13年）における「きれいな砂または砂利」のデータを用い、その

他の土層は既存施設建設時の土質調査結果のデータを用いた。 

ｂ 地下水位の低下に伴う増加荷重 

地下水位の低下に伴う増加荷重は、以下のとおり算出した。なお、不圧地下水の水位

低下による増加荷重は、浮力の減少分が沖積層下部粘土層（Ａｃ）に新たに載荷されるも

のとし、被圧地下水の水位低下による増加荷重は、帯水層の減圧により沖積層下部粘土

層（Ａｃ）から吸い出された間隙水の水圧分が増加荷重として作用するものとした。 

⊿σ＝⊿ｓ1×γｗ＋⊿ｓ2×γｗ 

ここで、⊿σ   ： 増加荷重（kN/m2） 

⊿ｓ1  ： 不圧地下水の水位低下量（m） 

⊿ｓ2  ： 被圧地下水の水位低下量（m） 

γｗ    ： 水の単位体積重量（＝9.8kN/m3） 

ｃ 有効土被り応力算出結果 

予測地点での沖積層下部粘土層（Ａｃ）中央（GL-12.45m）における有効土被り応力の

算出結果を表 10-1-2 に示す。 

表 10-1-2 有効土被り応力算出結果 

  単位: kN/m2

初期有効土被り応力 

σ’
1z

増加荷重 

⊿σ 

荷重増加後の有効土被り応力 

σ’
2ｚｉ

109.5 20.7 130.2 
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(ｲ) 土質定数 

予測に用いた土質定数を表 10-1-3 に示す。初期間隙比、圧密降伏応力及び圧縮指数は、

既存工場建設時の土質調査結果のデータを用い、再圧縮指数は図 10-1-4 に示す式を用いて

算出した。 

表 10-1-3 土質定数 

初期間隙比 

ｅ0

圧密降伏応力 

Ｐｃ 

（kN/m2） 

圧縮指数 

Ｃｃ

再圧縮指数 

Ｃｒ

1.32 156 0.48 0.05 

出典）「建築基礎構造設計指針」（一般財団法人 日本建築学会,平成 13年） 

図 10-1-4 圧縮定数と再圧縮定数 
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